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平成 28 年度以降の復興事業にかかる 

自治体負担の対象事業及び水準等について 

 

平成 28 年度以降の復興事業にかかる自治体負担の対象事業及び水準等につ

いて、別添資料のとおりとりまとめました。 

 

 

【別添資料】 

資料１ 平成 28 年度以降の復興事業にかかる自治体負担の対象事業及び水

準について 

資料２ 社会資本整備総合交付金（復興）のうち今後一般会計で対応する事

業の考え方 

資料３ 「自立」につながる復興施策展開の基本的考え方 

 

【本件連絡先】 

総務省担当 稲原、石切山 

予算・会計班 稲垣、青木 

調査・調整班 鮎澤、長谷川 

電話：03-5545-7230（代表） 

６月３日大臣記者会見までは公表厳禁 


